
 

 
平成 25 年４月 15 日 

各   位 

会 社 名 原田工業株式会社 

代表者名 代表取締役社長 原田 章二 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード ６９０４） 

問合せ先 

役職・氏名 執行役員 青木 隆 

（TEL ０３－３７６５－４３２１） 

 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成25年４月15日開催の取締役会において、当社が100％出資する連結子会社原田通信株式

会社を吸収合併することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、当社が100％出資する連結子会社を対象とする合併であるため、開示事項・内容を

一部省略しております。 

 

記 

 

１． 合併の目的 

平成 25 年３月 25 日に公表したとおり、新長期ビジョン「      NEXSTAGE 19」で掲

げた「競争の優位性の強化」及び「最適な企業基盤の確立」を推進するため、本社の組織改革を

本年７月に実施する計画であります。その一環として、原田通信株式会社の機能である国内生産

機能並びに委託している生産・購買領域に関するグループ統轄機能を当社に統合し、国内事業の

生産・販売体制の一元化及び本社として統轄すべきすべてのグループ統轄機能の集約を図ること

で、グループシナジーの一層の強化・拡大を目的とするものであります。 

 

２． 合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会 平成25年４月15日 

合併契約締結日 平成25年４月15日 

合併予定日（効力発生日） 平成25年10月１日 

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第３項の規定に基づく簡易合併であり、原田

通信株式会社においては会社法784条第１項の規定に基づく略式合併であるため、いず

れも株主総会の承認を得ずに実施するものであります。 

 

（２）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、原田通信株式会社は解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

被合併会社は当社の 100％子会社であるため、新株式の発行及び合併交付金の支払並びに資

本金の増加はありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３． 合併当事会社の概要（平成 25 年３月 31 日現在） 

 存続会社 消滅会社 

（１）商号 原田工業株式会社 原田通信株式会社 

（２）事業内容 

車載用アンテナ、無線・情報通信用

アンテナ、アクチュエータ及び各種

自動車部品、電子機器、電子部品の

製造販売 

車載用アンテナ、無線・情報通信用

アンテナ、等の製造販売 

（３）設立年月 1958 年３月 1970 年４月 

（４）本店所在地 
東京都品川区南大井６丁目 26 番２

号 

東京都品川区南大井６丁目 26 番２

号（新潟工場：新潟県長岡市、 

岩手駐在：岩手県一関市） 

（５）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 原田 章二 代表取締役社長 松田 靖 

（６）資本金の額 2,019,181 千円 238,000 千円 

（７）発行済株式数 21,758,000 株 376,000 株 

（８）事業年度の末日 ３月 31 日 ３月 31 日 

（９）大株主及び 

持分比率 

１．株式会社エスジェーエス（32.6％）

２．原田 修一      （15.2％）

３．原田 章二      （10.8％）

４．株式会社りそな銀行   （2.8％）

５．原田工業従業員持株会  （2.2％）

原田工業株式会社（100％） 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 平成 24 年３月期（連結） 平成 24 年３月期 

純資産（千円） 8,093,655 381,894

総資産（千円） 19,464,145 1,421,484

１株当たり純資産（円） 372.05 1,015.68

売上高（千円） 21,727,656 2,672,362

営業利益（千円） 1,070,090 50,360

経常利益（千円） 1,021,134 60,807

当期純利益（千円） 1,234,029 56,116

１株当たり当期純利益

（円） 
56.72 149.25

 

４． 合併後の状況 

（１）商号 原田工業株式会社 

（２）事業内容 車載用アンテナ、無線・情報通信用アンテナ、アクチュエータ、各種自

動車部品、電子機器、電子部品の製造販売 

（３）本店所在地 東京都品川区南大井６丁目 26 番２号 

（４）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 原田 章二 

（５）資本金の額 2,019,181 千円 

（６）事業年度の末日 ３月 31 日 

 

５． 今後の見通し 

本合併は、100％出資する子会社との合併であり、当社の単体業績及び連結業績への影響は軽微

と見込んでおりますが、今後、公表すべき事項等が明らかになった場合には速やかにお知らせい

たします。 

 

以上 

 

 


